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防災の心得 
(人命の保護を第一に考えましょう) 

 

☆大地震 
1 まずわが身の安全を図ること。 

2 正しい情報をつかみ,余震を恐れないこと。 

3 すばやく火の始末をすること。 

4 火が出たらまず消火すること。 

5 あわてて戸外に飛び出さないこと。 

6 狭い路地,へいぎわ,がけや川べりに近寄らないこと。 

7 山崩れ,がけ崩れ,浸水に注意すること。 

8 避難は徒歩で持物は最小限にとどめること。 

9 協力しあって応急救護にあたること。 

10 秩序を守り,衛生に注意すること。 

 

☆台 風 
1  ラジオ・テレビ等の気象情報に注意すること。 

2  窓・屋根・雨樋など家屋の補強を行うこと。 

3  排水溝等の清掃を行い、流れをよくすること。 

4  停電に備えて,懐中電灯・ラジオ等を用意すること。 

5  たれ下がった電線には近寄らないこと。 

 

☆豪 雨 
1  大雨,洪水注意報・警報などの気象情報に注意すること。 

2  局地的な大雨に特に注意すること。 

3  河川の増水に注意し,早目に避難すること。 

4  山津波,山くずれ,がけくずれを警戒すること。 

 

☆火山噴火 
1 火山情報（噴火警報など）に注意すること。 

2 噴煙などの異常現象を発見したら、市町村、警察などに連絡すること。 

3 火山ガスや噴気地帯に気をつけて登山計画を立てること。 

4 登山中など噴石が降ってきたら岩陰や丈夫な建物に避難すること。 

5 火山活動の特徴や用語などについて知っておくこと。 

 

☆避 難 
1  日頃から避難場所と安全な道順を良くおぼえておくこと。 

2  避難の指示があったら何時でも避難できるように準備しておくこと。 

3  女子,子供,老人,病弱者は早目に避難させること。 

4  避難命令がでたら,まず火を始末し戸締りを安全にすること。 

5  単独行動はさけ,家族又は隣り近所そろって避難すること。 

6  警察官,避難誘導員の指示に従って行動すること。 

 

 

 



☆家庭用防災器具 
照 明 器 具  ヒモをつけた懐中電灯,ローソク,マッチ,ライター等 

大 工 道 具  金ヅチ,ノコギリ,ロープ,針金,ナイフ,ペンチ,クギ,補強用資材等 

食  糧  等  飲み水,水筒,パン類,缶詰等 

炊 事 道 具  食器,コンロ等 

応 急 医 薬 品  脱脂綿,包帯,バンソウ膏,頭痛・胃腸薬等 

容 器 類  風呂敷,リュック,ビニール袋等 

情 報 手 段  ラジオ,地図,鉛筆等 

そ の 他  ヘルメット,ズキン,座布団,貴重品類,乾電池,雨ガッパ等 
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